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はじめに 

 

「保険規制に係わる米国の裁判所制度の重要な役割がもっとも劇的に見せつけられたのは、1944 年連

邦最高裁判所判決が、それまで連邦の管轄から保険を除外してきた 1869 年の見解を覆したことであ

った。たった 1 票差であったが、最高裁は、保険は疑いもなく商業であり、したがって保険が州境を

越えて取引される限り、それは州際通商であると判示した。このようにして、連邦政府が管轄権を持

つことになったのである。連邦政府が州政府に代わって監督するということは、保険業界のほとんど

の者にとって大きな衝撃であった。ほぼ 1 世紀にわたる保険事業にとって居心地のよかった州政府監

督の時代が払拭されてしまう可能性が生じたのである。このことへの対応が、1945 年の議会によるマ

ッカラン・ファーガソン法の制定であった。この法律は、州による保険監督の強化を求めることを基

本としつつ、保険の監督は依然として州が行うこととし、また保険は連邦反トラスト法から一般的に

は適用除外されることを規定している。同法の変更を求める圧力は常に存在し、1945 年以降、連邦政

府による規制が拡大してきているものの、今もって州が保険事業の主たる規制者である。（資料）K.ブラッ

ク Jr  H.D.スキッパー『生命保険第 12版』安井信夫監訳 江澤雅彦他訳 財団法人生命保険文化研究所発行 平成 8年 42ページより」 

 

上記は米国における生命保険学習者の教科書というべき資料の平成 8年翻訳版からの引用であるが、

この状況は現在もまったく変わっていない。 

米国の映画を見ていて、郡保安官、市警、州警察から FBI（連邦捜査局）まで、さまざまな警察が

出てきて混乱した経験はないだろうか。 

米国には米国独特の歴史があって、独特の州と連邦の関係がある。 

こうした側面は程度の差こそあれ、米国における保険監督にも存在する。 

米国では、保険監督は伝統的に州が担当してきた。一方、他の金融業態である銀行や証券会社の監

督は連邦による規制が原則である。保険会社の経営危機が発生するたび等に、州に任せておいてだい

じょうぶなのかとの意見が出てきて、連邦規制の導入が検討されるという状況が繰り返されてきた。 
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2008年の金融危機の際にも、この動きは巻き起こり、連邦財務省内に連邦保険局（（FIO： Federal 

Insurance Office）が設立された。FIO は監督権限を持たず、保険業界の健全性に関する状況をモニ

タリングすることを主な業務とする連邦機関として設立されたが、やがては連邦規制導入へと結びつ

く端緒となるのではないかとも見られた。しかし、その後の状況はそうは進まず、監督者的な色合い

は薄いものとなっている。一方で、FIO は保険監督に関する国際基準策定の場面で、各州の監督官で

は務めることができない米国を代表する立場を与えられており、そちらの役割は、近年、拡大してき

ているように見える。 

1994 年に保険監督当局等の自発的な加入で構成される会員組織として設立された IAIS

（International Association of Insurance Supervisors＝保険監督者国際機構）は今日、140 ヶ国

以上、200 地域以上の保険監督当局の参加を得て、国際的に整合性がとれた保険監督の促進、国際保

険監督基準の策定と実施促進等を目的として、活発に活動している。経済がグローバル化し保険会社

の活動もボーダレスになってきている状況に対応するには、各国が国境を超えた統一性と整合性のあ

る監督規制を行うことが必要である。そのため、国際組織で主要国の金融監督当局が協力して国際基

準を策定し、各国がその基準に則った制度を国内に導入し監督するという仕組みが一般化した今日、

IAIS の活動は無視できない重要なものになっている。 

IAIS のメンバーには各国の保険監督当局が就くのが通例で、わが国からは金融庁が参加しているが、

米国の場合は、以下 3つの機関がメンバーとして名を連ねている。FIO と NAIC はそれぞれが、IAIS

における基準策定等において、中心的な役割を務めている。 

 

 FIO（Federal Insurance Office：連邦保険局） 

 FRB（Board of Governors of the Federal Reserve System：連邦準備制度理事会） 

 NAIC （National Association of Insurance Commissioners：全米保険監督長官協会） 

 

本レポートでは、まず米国における州による保険監督の状況を見てから、2019 年 9 月に FIO が公

表した年次報告書の中から FIO の活動ぶりに関する記述部分を見ることとして、米国における保険監

督の現状を確認することとしたい。 

 

1―― 州による保険監督と連邦による保険監督をめぐるこれまでの経緯 

 

１｜州による保険監督 

 

米国では、保険業界の規制監督は、伝統的に州が担ってきた。その根拠法である 1945 年マッカラ

ン・ファーガソン法（McCarran-Ferguson Act of 1945：15 U.S.C. 1011-1015）は、一般的に第一次

的な州の保険監督権限を認めるとともに、労使関係、公正労働条件等において限定的に連邦政府の権

限を定めている。 
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今日、連邦政府が保険規制に関与している主な領域は次のとおりである。 

• 内国歳入庁（IRS）は課税のあり方を通じて生命保険商品の設計および評価に影響を及ぼす。また

保険会社への課税を通じて、保険会社の収入水準、投資種類、営業形態などに影響を及ぼす。 

• 従業員退職所得保障法（ERISA）は退職年金の設計、実施に影響を及ぼす。これとの関係で労働

省（DOL）による年金販売規制がかかる可能性がある。 

• 証券取引委員会（SEC）は、変額保険および変額年金の設計、販売に規制を課す。 

• 連邦取引委員会（FTC）は、M&A をはじめ、保険会社の活動にさまざまに関与しうる。 

• 銀行、銀行持株会社による保険販売や保険関連業務には、連邦銀行関連法が関与しうる。 

 

  これら以外の、例えば、保険会社の設立および免許付与に関する規制、保険料率に関する規制、支

払能力の監視などの具体的な監督者は、50の州、コロンビア特別区、および米国の海外 5地域である。

これらは通常、保険監督長官の肩書を持つことが許される筆頭行政官の管理下にある。 

多くの州で保険監督長官は州知事によって任命されるが、カリフォルニア、デラウェア、ジョージ

ア等、12 の州・地域の保険監督長官は選挙に当選することによって就任する（次ページ表１参照）。

各州の監督事務局には、全米で総勢 11,527 名（2018 年現在）の職員がいる。 

州当局は、監督官として州民の保護を図るとともに、産業政策的な立場から州における保険産業の

保護・育成にも意を注ぐ。例えば、自州の保険会社が他州の保険会社に買収される場合、州当局は公

聴会を開いた後、認可をおろすことが通例であるが、その条件として、州における雇用維持等を求め

ることが多い。 

各州レベルの規制は、各州･地域の保険監督長官で構成される任意団体である全米保険監督長官協会

(NAIC)を通じて全国レベルで平仄が合うよう調整される。NAIC は委員会組織を通じて運営され、

各委員会がモデル法案・規則を起草する。モデル法案・規則は、州が採択する価値があるとして NAIC

において同意されたものであり、それ自体はなんら強制力を持たない。州によって州法に規定される

等、採択された場合にだけ効力を持つ。 

これを各州の監督に反映させる役割を果たしているのが NAIC の認定プログラム制度である。認定

要件として挙げられているモデル法や基準は、全米の各州、各地域で採用される可能性が高い。 
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州・地域 任命か選挙か 保険監督長官が兼務する他の責務
アラバマ 任命 アラバマ証券委員会の職権上のメンバー
アラスカ 任命

アメリカ領サモア 任命
アリゾナ 任命

アーカンソー 任命
カリフォルニア 選挙

コロラド 任命
コネチカット 任命
デラウェア 選挙

コロンビア特別区 任命
フロリダ 任命

ジョージア 選挙 消防長官および産業ローン長官
グアム 任命 銀行監督長官
ハワイ 任命

アイダホ 任命
イリノイ 任命

インディアナ 任命
アイオワ 任命 証券監督長官
カンザス 選挙 証券監督長官

ケンタッキー 任命
ルイジアナ 選挙
メイン州 任命

メリーランド 任命
マサチューセッツ 任命

ミシガン 任命 銀行、信用金庫、消費者金融、消費者サービス長官
ミネソタ 任命

ミシシッピ 選挙 消防長官
ミズーリ 任命 金融機関長官およびプロフェッショナル登録長官
モンタナ 選挙 州政府土地委員会委員

ネブラスカ 任命 州請求委員会議長
ネバダ 任命

ニューハンプシャー 任命
ニュージャージー 任命 銀行・不動産委員会議長
ニューメキシコ 任命
ニューヨーク 任命 銀行監督長官

ノースカロライナ 選挙 消防長官
ノースダコタ 選挙
マリアナ諸島 任命 商務部長官、銀行監督長官 

オハイオ 任命
オクラホマ 選挙
オレゴン 任命 金融規制局長官

ペンシルバニア 任命
プエルトリコ 任命

ロードアイランド 任命 銀行・証券監督長官
サウスカロライナ 任命

サウスダコタ 任命 証券監督長官
テネシー 任命 消防長官、証券監督長官、プロフェッショナル規制長官
テキサス 任命

U.S.バージン諸島 選挙
ユタ 任命

バーモント 任命 銀行・証券監督長官
バージニア 任命
ワシントン 選挙

ウェストバージニア 任命
ウィスコンシン 任命
ワイオミング 任命

  表１ 各州・地域の保険監督長官の制度（2018年現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）NAIC Insurance Department Resources Report -19-01 より 
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2｜金融危機等を受けた連邦規制導入論議 

 

大きな存在感を有する金融業態でありながら、連邦の監督下にない生保業界を連邦監督下に取り込

むべきであるという主張が、これまで何度も連邦サイドから寄せられてきた。 

例えば 90 年代初頭に米国生保業界で中小規模の生保会社の破綻が発生したソルベンシー危機時

には、連邦議会は「希望的観測」という表題の報告書を提出し、州当局と生保業界の、もう少し待て

ば事態は改善するのではないか、という甘い態度を批判した。 

従来はこうした連邦監督導入の動きに対しては、州当局と生保業界が一体となって反対し、導入を

阻止することが通例であった。 

しかし銀行やミューチュアルファンド業界等との競合度合いが強くなった米国生保業界の中には、

特に大手生保を中心に、州による監督下、微妙に規制内容を異にする 56 もの監督当局から個々に免

許を受け、個々に商品認可を受けなければならないというような状況では、速やかに全米レベルで商

品開発を行い、全米レベルで活動する競合業態との競争に勝ち残れないという焦りが強まっていった。

こうした事情を背景に、米国生保協会が 2000 年ごろに、州と連邦による監督のうちどちらかを生保

会社が選択できる仕組みの実現に向けた主張を行ったこともある。 

 2008 年に発生した金融危機において、危機の震源の一つとなった AIG は、保険業務がグループの

中核業務であった。しかし、その経営危機を引き起こしたクレジットデリバティブ取引は、持株会社

傘下の金融サービス会社が実施していたもので保険業務ではなかった。AIG のクレジットデリバティ

ブ業務は、州が監督する保険業務でないため州当局の監督に服しておらず、「保険会社は州による監督」

との建て前の下、連邦監督当局も監督していなかった。こうした規制の空白地帯での取引が金融シス

テム全体に影響を与えた。 

2010 年 7 月に成立した金融規制改革法(ドッド・フランク法)は、システミックリスク対応のための

業態横断的監督機関の設置、クレジットスワップ等デリバティブ市場の規制充実等、金融システムの

安定化と消費者保護を確保するための広範な枠組みを導入したが、一連の危機の中で保険規制固有の

分野では顕著な問題が発生しなかったこともあり、保険監督については、州による監督が引き続き維

持されることとなった。 

その一方で、連邦政府初めての保険専管組織として、連邦保険局(Federal Insurance Office、FIO)

が財務省内に設置された。FIO は、保険業に対する一般的監督権限は持たないものの、(ｉ)保険業界

全般の監視(システミックリスクに対する保険規制上の不備発見等)、(ii)システミックリスクを有する

可能性がある保険会社の担当監督機関への推薦、周知、(iii)国際保険問題(健全性規制)に関する連邦活

動の調整および連邦政策の策定、(iv) 連邦政府が米国外の当局との間や国際会議で締結した取決め・

合意と矛盾する州保険法を一部無効とする判断、(v)保険規制現代化・改善のための調査と議会への報

告、等の活動を担うこととされ、州による保険監督が従来対象としていなかった領域を埋め合わす機

能を与えられた。 
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2―― FIOの活動状況  －2019年提出年次報告書から－ 

  

本項では、FIO がこの程提出した年次報告書から抜粋する形で、FIO の活動状況を確認する。 

 

１｜FIOの職責に関する記述 

 

国内の保険に関する主要な問題および国際的な保険会社の健全性に関する政策問題について、財務

長官に助言し、金融安定監督評議会の非投票メンバーとして FIO ディレクターが出席することに加

え、FIO は、以下のような権限を有すると記述している。 

 

 保険業界や米国の金融システム全体のシステミックリスクに寄与する可能性のある保険会社の規

制問題やギャップ特定など、保険業界のあらゆる側面を監視する。 

 伝統的に十分なサービスを受けてこなかった地域社会、消費者、マイノリティ、低・中所得者が、

健康保険を除くすべての保険に関して、手頃な価格の保険商品にアクセスできる程度を監視する。 

 連邦準備制度理事会(FRB)が監督すべきノンバンク金融会社として、保険会社（当該保険会社の

関連会社を含む）を規制対象企業として指定することを FRBに勧告する。 

 テロリスク保険プログラム（TRIP）の管理において財務長官を支援する。 

 IAIS において米国を代表すること、保険・再保険の健全性措置に関する協定の交渉において財務

長官を支援することを含め、国際的な保険の健全性規制等に関する連邦政府の取り組みを調整し、

政策を策定する。 

 米国内の重要な保険問題と国際的に重要な健全性規制問題について、州当局と協議する。 

 

２｜FIOの具体的な活動状況 

 

当年時報告書対象期間内における FIO の活動として、各種の活動が挙げられている。いくつか特徴

的なものを挙げると、以下の通り。 

 

 財務省が公表したレポート「A Financial System That Creates Economic Opportunities:Nonbank 

Financials,Fintech,and Innovation(経済的機会を生み出す金融システム：ノンバンク金融機関、

フィンテック、およびイノベーション)」策定に貢献した。この報告書では、ノンバンク金融機関

（保険を含む）の状況を改善し、金融テクノロジーを取り入れ、イノベーションを促進するため

の規制環境の改善が特定された。また報告書は FIO に対し、インシュアテックに関して、州の保

険監督機関、NAIC、他の連邦政府機関と緊密に協力することを求めた。 

 連邦緊急事態管理庁(FEMA)が再保険プログラムを拡大して、5 億ドルの洪水リスクを移転した

動きを支援した。 

 財務省が大手保険会社と行った、サイバーセキュリティに関する机上演習に関与した。また財務

省と NAIC の合同サイバーセキュリティ演習にも参加した。 
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 米英金融規制対話に参加し、英国の欧州連合からの脱退に関連する問題等、保険規制問題につい

て議論した。 

 EU-米国保険プロジェクトを通じた協力の一環としてルクセンブルクで公開イベントを開催し

た。 

 財務省と FRB が発表した IAIS の運営に関する共同報告書(透明性レポート)の作成に関与した。

これは、2018 年 5 月に署名された「経済成長、規制緩和及び消費者保護法」が、財務長官及び

FRB 議長に、世界的な保険規制または監督フォーラムに関する取組みについての年次報告書を議

会に提出するよう指示したこと、および IAIS の会合における透明性を高めるための努力につい

て議会に報告することを求めたことに対応したものである。同法はさらに、保険資本に関する最

終的な国際基準の採択を支持または同意する前に、財務長官、FRB 議長および FIO ディレクタ

ーは、そのような基準が消費者および米国市場に及ぼす影響に関する調査を完了し、議会に報告

書を提出しなければならないと定めている。 

 財務省と通商代表部(USTR)による「保険及び再保険に関する健全性措置に関する米国と英国の

二国間協定(米英カバードアグリーメント)」の成立に貢献した。 

 財務省と USTR による「保険及び再保険に関連する健全性措置に関する米国と欧州連合間の協定

(米・EUカバードアグリーメント)」締結に向けた第二回合同委員会を開催した。 

 IAIS の米国メンバーである FIO 、NAIC、FRB の関係を「チーム USA」として良好に保つため、

継続的なコミットメントを確保する一環として、財務省において「チーム USA」による IAIS に

関するステークホルダー・セッションを開催した。また FIO は、米国の利害関係者が「チーム

USA」のすべてと定期的に会合し、協働する機会を確保した。 

 米印金融規制対話に参加し、FIO とインド保険監督庁(IRDAI)は覚書に署名した。 

 連邦政府機関間の介護保険タスクフォース(LTCI)に参加した。 

 様々な問題（例えば、インシュアテック）について、ステークホルダーと定期的に対話した。 

 IAIS 等において、健全性に関する国際保険措置について米国を代表するという法定の役割を果た

した。IAIS 年次総会において、FIO は IAIS の執行委員会の常任リーダーシップを承認された。

また IAIS における国際基準の開発に積極的に関与し、様々な問題についてのワーキンググルー

プやタスクフォースで指導的役割を果たした。 

 経済協力開発機構(OECD)の保険・民間年金委員会(IPPC)にも持続的に関与した。 

 

さいごに 

 

以上、見てきたように、米国では州による保険監督を中心としつつ、ＥＵの台頭等でおろそかにで

きなくなった国際基準の策定等では連邦として参画をせざるを得ない状況の中で、州と連邦の切って

も切れない関係が構築されつつあるように見られる。 

この動きが今後どのような展開を見せるかに注目していきたい。 
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カリフォルニア 3.05 米国 20.49
テキサス 1.84 中国 13.61

ニューヨーク 1.68 日本 4.97
フロリダ 1.02 ドイツ 4.00

英国 2.83
フランス 2.78
インド 2.73

イタリア 2.07
ブラジル 1.87
カナダ 1.71
ロシア 1.66
韓国 1.62

オーストラリア 1.43

【参考】 

米国の連邦と州の関係をわが国の国と地域の関係として考え、州では体制面で無理があると考える

向きもあるかも知れない。しかしながら、米国の州はまさに連邦の構成員として、１つ１つが巨大で、

中には国家に相当するような規模を持つものもある（表 2参照）。 

たとえばカリフォルニア州の GDP は英国を上回っており、テキサス州の GDP はカナダを上回り、

ニューヨーク州の GDP はロシア、韓国を上回っている。 

 

表２ 米国の主要な州と主要国のGDP （2018年、兆ドル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）米国の州の GDPは米国商務省米国経済分析室の”Gross Domestic Product by State”から、 

主要国の GDPは経済局国際経済課の「主要経済指標 2019年 10月」から作成 

 


